
代表取締役 木原浩貴

市民共同発電所全国フォーラム 第2部

「市民参加型PPA事業の今後の展望」



■研究テーマ
➢ ①日本における心理的気候パラドックスの実情
➢ ②持続可能な地域づくりを支える社会的基盤

■職歴
➢ 2000～2003年 気候ネットワーク職員
➢ 2003～ 京都府地球温暖化防止活動推進センター

（2011年～事務局長 ２０２０年～副センター長）

➢ 201７～ 龍谷大学非常勤講師
➢ ２０１７～２０２１、2023～ 立命館大学授業担当講師
➢ 2018～ たんたんエナジー株式会社（代表取締役）

➢ 2021～ 総合地球環境学研究所 客員准教授
➢ 2021～ たんたんエナジー発電合同会社（代表社員たんたんエナジー職務執行者）

木原について
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著書（共著）



木原の「自宅」での取り組み

3



解決したい課題 エネルギー費用の流出

化石燃料の輸入額

33.5兆円
（2022年）

＜参考＞
■子ども家庭庁予算（2023年度当初）

4.8兆円
■防衛費（2023年度当初）

6.8兆円
■自動車等の輸出額（2022年）

19.1兆円
■消費税額（2022年）

21.6兆円
■税収総額（2022年）

65.2兆円

化石燃料を輸入し続ける限り、地域
から、そして日本から、莫大な資金が
流出していく。
これをどうやったら地域で回せるか
が、地域に課せられた課題。
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参考：エネルギー価格の変化（発電単価換算）

安定していた石炭価格も急騰 エネルギー価格の急激な変化が今後もリスクに

貿易統計より作成
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（さがったとはいえ）燃料費調整単価（関電）は3.9円（12月・補助適用前）



解決したい課題 再エネ争奪戦

図：日本のエネルギー 2022年度版 「エネルギーの今を知る10の質問」 https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2022/ より

IEA「Market Report Series - Renewables 2021（各国2020年時点の発電量）」、IEAデータベース、総合エネルギー統計(2020年度確報値)等より資源エネルギー庁作成
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◆日本の電力の再エネ割合は
約20％

◆株式プライム市場はTCFD
に基づく情報開示を実質義
務づけ。スコープ3（サプライ
チェーン全体）での対策も必
要に。

◆多くの企業や公共施設が再
エネ電気の使用を望めば
「売り切れ」状態になり、地
域で使えないことに。

◆需要家が再エネ電源増加に
コミットすることが不可欠。

https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2022/


たんたんエナジーの基本情報
【会社名】たんたんエナジー株式会社
【設立日】2018年12月10日
【資本金】5,１00万円 （資本準備金を含む）

議決権保有割合 立命館ソーシャルインパクトファンド：３３.３％
 合同会社サンエネルギー：９．５％
 福知山市：4.8%

                         個人：52.4％ （この問題に取り組む研究者ら）

【取締役】
木原浩貴（京都府地球温暖化防止活動推進センター副センター長）

根岸哲生（たんたんエナジー株式会社）
浅井薫 （京都府地球温暖化防止活動推進センター事務局次長）
田浦健朗（気候ネットワーク 事務局長/市民エネルギー京都 代表理事）

豊田陽介（気候ネットワーク上席研究員/TERAエナジー 取締役）
的場信敬（龍谷大学政策学部教授）
【監査役】 

清水仁志（税理士）
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設立の経緯①
福知山市によるエネルギー政策検討
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平成２７年３月  「福知山市再生可能エネルギー活用プラン」策定

福知山市再生可能エネルギー活用調査会（会長：龍谷大学 白石克孝教授） が取りまとめ。住民
らが主役となる再生可能エネルギー普及の必要性が示され、具体的なプロジェクトとして、公共施
設の屋根を活用した市民協働発電等が盛り込まれた。

平成３０年３月  「福知山市における
再生可能エネルギー事業の推進に関する提言書」提出

福知山市再生可能エネルギー事業化検討会議（会長：龍谷大学 的場信敬教授）が取りまとめ。
市が電力小売事業に参入すること、卒FITの余剰電力等を購入して公共施設で活用するなどの
取り組みを行うことを提言。

市のエネルギー政策づくりに関わってきた研究者らが、「プラン」や「提言書」の内容を
実現するために、福知山市と連携して立ち上げたのがたんたんエナジー。



設立の経緯②
京都府等による地域エネルギー事業体検討（福知山市も参加）
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京都府は、新電力を取り巻く状況が流動的なため検討を継続することに。
そこで、まずは実績をつくろうと、共同実施者として検討会に参画いていた龍谷大学LORCと
京都府地球温暖化防止活動推進センターが中心となって立ち上げたのがたんたんエナジー

環境省による報告会資料（京都府担当部分）より
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設立の経緯③
京都府温暖化防止センターによる地産地消の取組

家電省エネラベル
京都府産木材認証制度による
ウッドマイレージの削減

学校給食や社員食堂での地産地
消によるフードマイレージ削減

京都府温暖化防止センターが、自治体のエネルギー政策（エネルギー
の地産地消）をサポートする目的でたちあげたのがたんたんエナジー



たんたんエナジーの機能

地域の企業・小中学校 家庭

市民出資発電所

地域エネルギー
のハブ機能

地域の人の
ハブ機能

○○応援プラン

地域活動応援

みんなの屋根で
子どもたちの電気を

特定卸
供給契約

FIT電気

非FIT電気

卒FIT電気
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5者連携協定等の締結
地域における地域貢献型再生可能エネルギー事業の推進に関する協定 （ 2019年1月23日）

○福知山市(福知山市長 大橋一夫)
○京都北都信用金庫(理事長 森屋松吉、宮津市)
○プラスソーシャルインベストメント株式会社
（代表取締役社長 野池雅人、京都市上京区）
○龍谷大学 地域公共人材・政策開発リサーチセンター
（LORC）(センター長 白石克孝、京都市伏見区)
○たんたんエナジー株式会社(代表取締役 木原浩貴）
（締結式は専務取締役 根岸哲生が出席）

「脱炭素型の魅力的な地域づくりのためのエネルギー事業推進に関する協定」 （2019年8月28日）

京都府地球温暖化防止活動推進センターと、「脱炭素型の魅力的な地域づくりのためのエネルギー事業推
進に関する協定」を締結。連携して、環境、経済、社会が統合的に発展する持続可能な京都づくりに向けて取り
組むことを確認。
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「丹波・丹後とつながる電気」を具体化
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福知山市の小中学校等
公共施設に再エネ電力を供給

家庭の太陽光発電の余剰電力を
買い取って、小中学校等にお届け



「丹波・丹後とつながる電気」を具体化
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顧客（家庭）に対し、丹波丹後の
「おいしい」産品を提供

低圧電気料金の一部で
福知山市が認定するSDGsパートナーを応援
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たんたんエナジー発電合同会社を立ち上げ
市民出資で地域産再エネ創出＋防災力強化

5者連携協定に基づいて、市民出資に
より公共施設に太陽光発電を設置す
る取組を実施。

蓄電池やV2Bシステムも導入して防
災力強化に貢献。



設置設備の規模

設置時期 設置場所 PV規模 防災設備

第1期
（2021年度）

学校給食センター 156kW  

三段池公園体育館 167kW 蓄電池（10kWh）

武道館 28kW
蓄電池（4kWh）

V2Bシステム

第2期
（2022年度）

南陵中学校 103kW
蓄電池（14kWh）

V2Bシステム

夜久野支所 64kW
蓄電池（14kWh）

V2Bシステム

合計 518kW

第2期からは福知山市内事業者に工事を依頼。
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事業スキーム（市民出資型オンサイトPPA）
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福知山市施設

たんたん
エナジー発電合
同会社

（たんたんエナジーが
代表社員を務める特
別目的会社、ファンド

営業者）

料金の支払い

設備の設置（所有）
再エネ電気の直接供給

京都北都信用金庫

返済

融資

地域公共人材・政策
開発リサーチセン
ター(LORC)

ノウハウ提供

匿名組合出資

売上に応じて分配金の受け取り
出資口数に応じて投資家特典
の受け取り

※一部を匿名組合ファンドによる市民
出資とすることで、自宅にPVを設置
できない人も再エネ拡大の担い手と
して参加が可能に。

※オンサイトPPAで設置すること
で、初期投資を準備すること無く、
民間のノウハウを活かした安価な
太陽光発電設備を設置可能。

たんたん
エナジー株式会社

福知山市施設（他施設）
への余剰電力の販売

（プラスソーシャル
インベストメント
株式会社）

＝

龍谷大学

ファンド取扱者



市民出資型オンサイトPPAの
福知山市の計画上の位置づけ

「福知山市再生可能エネルギー活用プラン」（平成27年策定）における
市民協働型発電事業の位置づけ

■基本的な考え方
• 太陽光発電の設置が困難な市民をはじめ、広く市民誰もが参加できる制度であること
• 地球温暖化対策の観点から再生可能エネルギーの中長期的な普及拡大に寄与するものであること
• エネルギーの地産地消を通じて、地域の活性化に寄与するものであること
• 防災に対する市民ニーズに応えるため、災害時の非常用電源として活用するものであること

■市の導入推進施策
• 制度設計について検討し、本市ならではの「市民協働型発電システム」の事業スキームを構築する。
• 公共施設の屋根を対象として、今後10年間で複数件の案件形成を図る。
• 導入のメリットや制度概要説明など、市民に対しての啓発活動を行う。また、実施規模に応じて、市民を対
象とした勉強会の実施や相談窓口の設置も必要。

「福知山環境会議」のプロジェクトに位置づけて実施が模索されたが、実現には至らず。
→ 5者連携協定によって新たな枠組みを作り、計画に盛り込まれた理念・内容の具体化へ
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第2期（2022年度）出資の状況
200万円の出資を募集
→10日間で申込が満額に

＜投資家特典＞
（１）福知山城・福知山市児童科
学館（プラネタリウムを含む）・動
物園・植物園の入場券セット 合
計3,180円分（大人２人分、子ど
も２人分）

（２）福知山市「NEXT産業創造
プログラム」で生み出された商品
3,000円分
のいずれかを選択
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R5年度からの新たな展開（将来展望を含むイメージ）

森林の路網を整備。
整備で出る材＋作業
道を活用して間伐材
を搬出。

一部は福知山市
内業者でチップに
加工。

チップは近隣県の製紙・バ
イオマス発電所へ販売。

電力の一部を（たんたんエナジーが
お預かりして）福知山市内の小中学
校等に供給。

これにより、安定した価格での再エネ
電力供給を実現。

森林環境教育
を実施。

「森林」の取り組みと「エネルギー」
の取り組みを組み合わせ
山も元気に、学校（子どもたち）も元気に。

電気になって
「おかえりなさい」
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清水建設（スマートエコエナジー）との
連携により、パルプ製造過程の黒液等
を活用したバイオマス発電電力の調達
を実現。

これまで外部委託していた電力需給管理を4月より内製化し、地域産再エネ受け入れの土壌を整備。 オフサイトPPAにより「地域の需要家主導での再エネ導入」へ



「再エネ」と「地域」
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◼ 再エネ利用拡大の課題は、地域の合意形成にあり、地域金融機関からの資金投
入の仕組みづくり、地域の合意形成を促す仕組みづくり、地方自治体の施設にお
ける再エネの調達等が必要。
環境省『地域の脱炭素化の取り組みの促進について（地方公共団体実行計画等）』地球温暖化対策の推進に関する制度検討会第3回資料）

◼ 気候変動対策が、環境・経済・社会の統合的発展に寄与する可能性。
諸富徹編（2015）『再生可能エネルギーと地域再生』日本評論社
中山琢夫,ラウパッハスミヤヨーク,諸富徹（2016）「日本における再生可能エネルギーの地域付加価値創造 日本版地域付加価値創造モデルの紹介、検証、

その適用『サステイナブル研究』第6巻pp.101-115

◼ 再エネは地域固有の資源→当該地域の発展に活用されるべき。
長野県飯田市、滋賀県湖南市、京都府等の再エネ関連条例

◼ 日本では、地域外の事業者が「収奪型」の再エネ利用によって利益を得ている
可能性。
櫻井あかね（2015）「再生可能エネルギーの固定価格買取制度導入後の日本における地域エネルギー利用の課題 大規模風力発電とメガソーラーの『所

有性』に着目して」『龍谷政策学論集』第4巻第2号, pp.171-184



おわりに
◆FIT/FIP制度による買い取り価格が低下もしくは不安定化するなか
で、誰がどのような仕組みで再エネ普及にコミットするのか。そこに
需要家（自治体を含む）はどう関わるのか。

◆どのようにすれば卒FIT電気を地域で活用できるか（発電し続けて
もらえるか）。

◆自治体職員の人事異動がある中で、地域に専門性を持った人材を
確保し、ノウハウをためるためには何が必要か。

◆どうすればエネルギーを「手段」として地域に「面白さ」を生み出せ
るか。

◆地域での再エネの「受容性」を高めるために必要な取り組みや仕組
みは何か。
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